
大学病院における医師等の勤務環境の
改善のための人員の雇用

（平成２４年度予算額：２１億円）
平成２５年度予定額：２１億円

大学改革推進等補助金

背景・課題

地域の医師不足等により、地域医療の最後の砦である大学病院に患者が集中し、医師○

をはじめとする医療従事者は過酷な勤務を余儀なくされている。

医療の安全や質を向上させるため、医師の診療外業務等の負担を軽減し、医師が本来○

の業務に専念できる環境を整えることは喫緊の課題。

対応・内容

【対応】

医師事務作業補助者(医療クラーク)等を雇用することにより、関係職種間の役割分担○

を推進し、医師等の過酷な業務負担の軽減を図り、大学病院の機能を強化する。

【内容】

医師事務作業補助者（医療クラーク）等の雇用○

（内訳）1,830千円 ×1,129人 ＝ 2,066,070千円

政策目標

○医師等の勤務環境の改善による大学病院の機能強化

○医療関連職種の活用促進・役割拡大
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グローバル人材育成推進事業

（平成２４年度予算額：５０億円）

平成２５年度予定額：４５億円

国際化拠点整備事業費補助金

背景・課題
○ わが国の学生が内向き指向にあると指摘される中、世界で活躍する優

れた人材の育成を強化するため、国際的に誇れる大学教育システムを構

、 。築するとともに 日本人学生等の海外交流を促進することが重要な課題

対応・内容
【対応】

○ 国際的な産業競争力の向上や国と国の絆の強化の基盤として、豊かな

語学力・コミュニケーション能力等を身につけ、グローバルな舞台に積

極的に挑戦し活躍できる人材の育成を図るため、学生のグローバル化を

推進する組織的な教育体制の整備を支援。

【内容】

○ グローバル人材育成推進事業 ４５億円

163,260千円 × 11件

86,650千円 × 31件

大学の教育目的等に応じたグローバル人材育成像とそれに必要な能力

・達成すべき水準、大学の国際通用力向上のための指標等の目標値を設

定。

上記の目標達成のため、以下の学生のグローバル化を推進するための

組織的な取組を支援。

・グローバル人材として求められる能力を育成するための取組

- 現地企業インターン等グローバル人材育成プログラムの開発

- 留学先の国における日本語指導支援 等

・教員のグローバル教育力の向上の取組

・学生の留学を促進するための環境整備

・語学力を向上させるための入学時から卒業時までの一体的な取組

政策目標
○ 豊かな語学力・コミュニケーション能力等を身につけ、グローバルな

舞台に積極的に挑戦し活躍できるグローバル人材の育成
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大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業

（平成２４年度予算額：２６億円）

平成２５年度予定額：２３億円

国際化拠点整備事業費補助金

背景・課題

○ 世界の有力大学間の競争が激化する中、我が国の大学の国際化は不十

分。特に外国人学生比率や外国人教員比率は低調。

○ 優秀な外国人学生や外国人教員の受入れを促進することにより、我が

国の大学の国際化を推進することが必要。

対応・内容

【対応】

○ 国際化の拠点としての総合的な体制整備を図るとともに、産業界との

連携、拠点大学間のネットワーク化を通じて、資源や成果の共有化を図

り、質の高い外国人学生の戦略的受入を推進する取組を支援。

【内容】

○ 大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業 ２３億円

179,361千円 × 13件

英語による授業のみで学位が取得できるコースの設置、海外共同利用

事務所を通じたワンストップの対応など国際化の拠点としての総合的な

体制整備を図るとともに、産業界との連携、拠点大学間のネットワーク

化を通じて、資源や成果の共有化を図り、国際化に積極的な大学を含め

我が国の大学の国際化を推進する。

政策目標

○ 国際化の拠点となる大学間のネットワーク化、国際化に積極的な大学

との連携を図り、我が国の大学の国際化を推進することにより、国内外

の優秀な学生の受入を促進し、グローバルな社会で活躍できる人材の育

成を図る。
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大学の世界展開力強化事業

（平成２４年度予算額：２７億円）
平成２５年度予定額：２８億円

国際化拠点整備事業費補助金

背景・課題
○ わが国の学生が内向き指向にあると指摘される中、世界で活躍する優
れた人材の育成を強化するため、国際的に誇れる大学教育システムを構
築するとともに、日本人学生等の海外交流を促進し、質の高い外国人学
生の戦略的獲得等を図ることが重要な課題。

対応・内容
【対応】
○ 国際的に活躍できるグローバル人材の育成と大学教育のグローバル展
開力の強化を目指し、高等教育の質の保証を図りながら、日本人学生の
海外留学と外国人学生の戦略的受入を行うアジア・米国・欧州等の大学
等との国際教育連携の取組を支援。

【内容】
○ 海外との戦略的高等教育連携支援 ４億円【新規】

56,993千円 × 5件

28,193千円 × 5件

欧州連合、東南アジア教育大臣機構等との共同による国際的な高等教
育連携枠組みのもとで、戦略的な教育連携プログラムを開発・実施。

注）以下の継続事業については、概要を省略

○ 「キャンパス・アジア」中核拠点支援 ９億円
平成23年度選定分 54,072千円 × 10件

平成22年度選定分 63,252千円 × 6件

○ 米国大学等との協働教育創成支援 ６億円
平成23年度選定分 54,072千円 × 12件

○ ＡＳＥＡＮ諸国等との大学間交流形成支援 ８億円
平成24年度選定分 45,567千円 × 14件

平成23年度選定分※ 54,066千円 × 3件

※ 「キャンパス・アジア」中核拠点支援のうちタイプA-IIに選定された3件の組替分）

政策目標
○ アジア及び米国・欧州等との高等教育ネットワークの構築を図ること
により、我が国の大学の世界展開力を強化し、世界に飛躍するグローバ
ル人材を育成。
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学生の双方向交流の推進

（平成２４年度予算額：３４２億円）

平成２５年度予定額：３３５億円

（内訳）政府開発援助外国人留学生給与
２４７億円（２４８億円）

留学生交流支援事業費補助金 等

政府開発援助(独)日本学生支援機構運営費交付金
８８億円（ ９４億円）

及び (独)日本学生支援機構運営費交付金

背景・課題

○海外の大学等で学ぶ日本人留学者数は２００４年をピークに減少傾向。

○我が国で学ぶ外国人留学生数は総じて増加傾向にあるが 「留学生３０、

万人計画（平成20年7月 」の実現に向け、優秀な外国人留学生の戦略的）

要。獲得が必

対応・内容

【対応】

○日本人学生の海外交流のための奨学金の充実

海外での学位や単位取得を目的とする日本人学生の海外交流を強力に

推進。

○外国人学生の受入れ環境の充実

日本留学に必要な情報の提供や渡日前入学等の推進並びに奨学金等、

入口から卒業・修了後の就職まで一体的に支援。

【内容】

◆海外での情報提供及び支援の一体的な実施 ５億円（ ±０億円）

○日本留学フェア及び日本留学試験の実施等
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◆日本人学生の海外交流の推進 ３６億円（ ＋５億円）

○日本人学生の海外派遣と留学生短期受入れを

一体とした交流事業（派遣分）

①長期派遣（１年以上） 4億円 ( ±0億円)

・学位取得を目指し､海外の大学に留学する

学生に奨学金を給付（200人→200人）

②短期派遣（１年以内） 31億円 ( ＋4億円)

・大学間交流協定等に基づき海外の大学に短期留学する

学生に奨学金を給付（8,580人→10,000人）※1,420人増

※申請要件や審査を厳格化し、３月未満に特化した事業を廃止すると

ともに、３月以上１年未満の事業を見直した。

◆留学生の受入れ環境の充実 ２９４億円（ △１２億円）

○外国人留学生奨学金制度の充実 267億円 (△10億円)

①国費外国人留学生への奨学金の給付 187億円 ( ±0億円)（11,006人）

②私費外国人留学生への文部科学省学習奨励費の給付 64億円 ( △3億円)
（10,100人）

③日本人学生の海外派遣と留学生短期受入れを
一体とした交流事業（受入れ分） 16億円 ( △6億円)

ア．短期受入れ（１年以内）

・大学間交流協定等に基づく短期留学生に

奨学金を給付（5,000人）

※同上

○留学生の就職支援 0.1億円 ( ±0億円)

・外国人留学生就職指導ガイダンス、外国人留学生就活準備セミナーの開催

政策目標

「留学生３０万人計画（平成20年7月 」等の実現に向け、学生の双方）

向交流を推進するため交流経費を措置し、２０２０年までに、優秀な外

国人学生３０万人の受入れ等を目指す。
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平成２５年度国立大学法人関係予算（案）の概要 
 

【ポイント】 

○ 平成25年度予算は、緊急経済対策に基づく大型補正予算（平成24年度補

正予算）と一体的なものとして、いわゆる「１５ヶ月予算」として編成。

平成24年度補正予算において、各大学のこれまでの需要に最大限応えるべ

く、設備費予算を８６５億円計上。 
 
○ 国立大学法人関係予算については、平成24年度予算に引き続き大臣折衝

を実施。 
 
○ 運営費交付金については、給与臨時特例法等の影響額（▲４２５億円）

を除けば、対前年度▲１４９億円（▲１．３６％）の減額。平成25年度概

算要求から平成24年度補正予算に前倒し計上した１８９億円を含めれば、

対前年度４０億円（０．３７％）増。 
 
○ 国立大学の改革を促進し、強み・特色の明確化、機能強化をさらに推進

するための国立大学改革強化推進補助金等については、対前年度増額を確

保。 
 
（注）このほか、平成24年度補正予算に産学連携による実用化研究開発推進のための 

国立大学に対する出資事業として１，２００億円を計上。 

 

予算の全体像 

国立大学法人運営費交付金 

１兆１，３６６億円 → １兆  ７９２億円（▲５７４億円(▲5.05％) ） 

【１兆  ９４１億円 → １兆  ７９２億円  ▲１４９億円(▲1.36％) 】 
 

平成24年度補正予算[設備関係]         １８９億円（平成２５年度概算要求からの前倒し分） 

 小計 １兆１，３６６億円 → １兆  ９８１億円（▲３８５億円(▲3.39％) ） 

【１兆  ９４１億円 → １兆  ９８１億円   ４０億円( 0.37％)増】 
 

国立大学改革強化推進補助金      １４０億円（   ２億円増） 

大学教育研究基盤強化促進費       ４５億円（   ２億円増） 

 小計     １８１ 億円 →     １８５億円（   ４億円増） 
 

（国立大学法人関係予算合計） 

 １兆１，５４７億円 → １兆１，１６６億円（▲３８１億円(▲3.30％) ） 

【１兆１，１２２億円 → １兆１，１６６億円   ４４億円( 0.39％増)】 
 

（注）下段【 】書きは平成24年度及び25年度予算から、給与臨時特例法等の影響額（▲４２５億円）

や補正予算の措置を加味した計数。 
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１．国立大学法人運営費交付金            １兆７９２億円 

〔ほか復興特別会計 １１億円〕  

［対前年度▲574億円（▲5.05％）（平成24年度：１兆１，３６６億円）］ 

（内訳）一般運営費交付金   ８，６１８億円（９，３０４億円）［▲６８６億円 ］ 

      特別運営費交付金   １，２５８億円（１，０００億円）［ ２５８億円増］ 

      特殊要因運営費交付金   ９１６億円（  ９９９億円）［▲ ８３億円 ］ 

      附属病院運営費交付金     ０億円（   ６３億円）［▲ ６３億円 ］ 

 

① 教育費負担の軽減 

   意欲と能力ある学生が経済状況にかかわらず修学の機会を得られるよう授業料免除

枠を拡大。あわせて、東日本大震災により被災した学生の修学機会を確保するため、

授業料等免除枠を設定。（２９１億円（２６８億円）） 

    学部・修士課程：H24  8.3％ → H25  9.3％（4.2万人→4.6万人（0.4万人増）） 

       博士課程：H24 12.5％ → H25 12.5％（0.6万人→0.6万人（±0万人  ）） 

      被災学生分：0.2万人分、11億円を復興特別会計に計上 

        合 計：H24 5.0万人 → H24 5.4万人（0.4万人増） 

 

② 教育研究組織の整備 

   獣医学分野における共同教育課程を活用した学部等の整備（岐阜大学応用生物科学

部・鳥取大学農学部共同獣医学科ほか）を支援するほか、新規分野・先端的分野に必

要な人材養成のための大学院の整備（京都大学大学院総合生存学館）を支援。 

あわせて、平成24年度に引き続き、地域の医師確保の観点等から、医学部入学定員

増についても支援。 

 

 ③ 特別運営費交付金による重点配分 

  ○ 教育研究組織の再編成を視野に入れた取組など学長のリーダーシップによる大胆

かつ意欲的な取組を重点的に支援することとして、新たに121件（４９億円）の取組

を支援。 

  ○ 中央教育審議会答申「未来を創出する大学教育の構築に向けて～生涯学び続け、

主体的に考える力を育成する大学へ～」を踏まえ、ラーニング・ユニバーシティの

形成に資する取組に対し、プロジェクト分により重点支援。 

（注）本事業については、平成24年度教育研究力強化基盤整備費も活用。 

  ○ 理論と実践の往還による教員養成の高度化を図るため、大学と教育委員会との連

携・協働による教職の高度化に向けた取組について、プロジェクト分により重点支

援。 

 

④ 世界の学術フロンティアを先導する国立大学等における国際研究力の強化 

   国際的競争と協調による、国内外の多数の研究者が参画する学術の大規模プロジェ

クトについて、昨年度に引き続き戦略的・計画的に推進。（１９７億円（２０２億円）） 

   ※このほか、平成24年度補正予算に最先端の研究基盤設備の整備として１３３億円

を計上。 
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⑤ 附属病院関係 

高度先進医療や高難度医療を提供する国立大学附属病院の機能を強化するため、附

属病院の債務負担軽減策や診療基盤の整備支援策を拡充。（２８７億円（３４６億円）） 

※このほか、平成24年度補正予算に国立大学病院間における医療情報システムデー

タのバックアップ体制の構築（１７億円）及び基盤的な医療機械設備の整備（９

３億円）を計上。 

 

 

２．国立大学改革強化推進補助金              １４０億円 

［対前年度２億円増（平成24年度：１３８億円）］ 

  国立大学改革を促進させるためには学長のリーダーシップにより、機能強化に向けて

教育研究組織を再編することが必要。このため、具体的な事業計画に基づき、これまで

にない深度と速度で機能強化に取り組む国立大学法人に対し重点的支援を実施。 

  ◆組織運営システム改革促進事業 

    大学ガバナンス確立に向けた国立大学の組織運営システム改革に着目して重点配

分に取り組む。 

  ◆分野別トップレベルの学科・専攻等への重点化促進事業 

    大学の強みとなり得るトップレベル分野を有する大学を対象に、大学自らが当該

分野の更なる重点化に取り組み、強みを伸ばすことを国として促進する。平成25年

度においては、医学・工学分野での重点配分に取り組む。 

※概算要求時「国立大学改革促進補助金」として要求したものを名称変更。 

 

 

３．大学教育研究基盤強化促進費              ４５億円 

［対前年度２億円増（平成24年度： ４３億円）］ 

  教育の質保証と個性・特色の明確化、大学間連携の推進、大学運営の高度化に資する

事業など、国立大学の機能強化のための取組の実施に必要となる設備の整備に対し、重

点的な支援を行う。 
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平成２５年度国立大学法人運営費交付金予定額の構成
（大学共同利用機関法人を含む９０法人）

増▲減率

平 成 ２ ４ 年 度
運 営 費 交 付 金
予 算 額

平 成 ２ ５ 年 度
運 営 費 交 付 金
予 定 額

対 前 年 度
増 ▲ 減 額

▲５７４億円 ▲５．１％

　※１．上記のほか、復興特別会計計上分が１１億円ある。
　　２．単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。
　　３．本資料においては、外部資金（受託研究収入、寄附金収入、特許料収入等）など、運営費
　　　交付金算定対象外のものに係る計数は含んでいない。
　　４．各項目における［　］書きは、前年度の金額である。
  　５．附属病院収入予算額は、平成23年度決算等を踏まえた平成25年度見込額。
  　　　（参考）平成23年度附属病院収入決算額　8,787億円（決算報告書ベース）

１兆１，３６６億円 １兆７９２億円

（※うち給与改定特例法等の影響額：▲４２５億円(▲３．７％)）
〔収 入〕

雑 収 入
238億円(1.0%)

[235億円]

運営費交付金
1兆792億円
(45.4%)

[1兆1,366億円]

附属病院
収入
9,032億円
(38.0%)

[8,639億円]

授業料及
入学検定料
3,706億円
(15.6%)

[3,722億円]

自己収入等
1兆2,976億円

(54.6%)
[1兆2,596億円]

2兆3,768億円
(100.0%)

[2兆3,962億円]

附属病院経費
9,032億円
(38.0%)

[8,702億円]

特殊要因経費
916億円(3.9%)
[999億円]

特別経費
1,258億円(5.3%)

[1,000億円]

〔支 出〕

一 般 経 費
1兆2,562億円

(52.8%)
[1兆3,261億円] 

2兆3,768億円
(100.0%)

[2兆3,962億円]

（※）
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平成２５年度国立大学法人運営費交付金予定額の概要
（大学共同利用機関法人を含む９０法人）

附　属　病　院　収　入

【 ▲16億円減】

【▲574億円減】

【 ▲83億円減】

【 330億円増】

（３，７２２億円）

雑　収　入
２３８億円

（２３５億円）

運　営　費　交　付　金

１０，７９２億円
１２，５６２億円

【 258億円増】

うち
復興関連事業

324億円
(特別運営費交付金)

（８，７０２億円）

９，０３２億円９，０３２億円

（収　　入） （支　　出）

【▲194億円減】

（８，６３９億円）

9,304億円　→　8,618億円

特殊要因運営費交付金
  999億円　→　  916億円

特別運営費交付金
1,000億円　→　1,258億円

うち
給与臨時

特例法影響額
▲629億円

(一般運営費交付金)

うち
退職手当法
改正影響額
▲120億円

(特殊要因運営費交付金)

附　属　病　院　経　費

（１１，３６６億円）

事　　業　　費
２３，７６８億円
（２３，９６２億円）

　※１．上記のほか、復興特別会計計上分が１１億円ある。
　　２．単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。
　　３．本資料においては、外部資金（受託研究収入、寄附金収入、特許料収入等）など、運営費交付金
　　　算定対象外のものに係る計数は含んでいない。
　　４．各項目における( )書きは、前年度の金額である。
  　５．附属病院収入予算額は、平成23年度決算等を踏まえた平成25年度見込額。
  　　　（参考）平成23年度附属病院収入決算額　8,787億円（決算報告書ベース）

（１３，２６１億円）

【▲699億円減】

一　　般　　経　　費

授　　業　　料　　等

３，７０６億円

一般運営費交付金

【    3億円増】

【 393億円増】

特殊要因経費   916億円
(  999億円)

特 別 経 費 1,258億円
(1,000億円)

H25
見込反映
による増

H25見込反映に
よる 。
一般診療経費｡
の増 328億円
債務償還経費｡
の増 2億円

附属病院運営費交付金
63億円 → 0億円
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4
2
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9
5
0
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1
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0
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1
0
5
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1
1
0
00

1
1
5
00

1
2
0
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1
2
5
00

2
5年
度

2
4年
度

2
3年
度

2
2年
度

2
1年
度

2
0年
度

1
9年
度

1
8年
度

1
7年
度

1
6年
度

1
4
0

▲
9
8億

円
減

（
▲

0
.
8%

）

国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
予
算
額
の
推
移

（
単
位
：
億
円
）

1
6
年

度

1
7
年

度

1
8
年

度

1
9
年

度

2
0
年

度

2
1
年

度

2
2
年

度

2
3
年

度

2
4
年

度

2
5
年

度
予

定

▲
1
03

億
円

減
（

▲
0
.
8%

）

▲
1
71

億
円

減
（

▲
1
.
4%

）

▲
2
30

億
円

減
（

▲
1
.
9%

）

▲
1
18

億
円

減
（

▲
1
.
0%

）

▲
1
10

億
円

減
（

▲
0
.
9%

）

※
上
記
に
は
復
興
特
別
会
計
計
上
分

は
含
ま
な
い
。
（
復
興
特
別
会
計
計
上
分

24
年

度
：
57
億
円
、
25
年
度
予
定
：
11
億
円
）

▲
5
8億

円
減

（
▲

0
.
5%

）

▲
1
62

億
円

減
（

▲
1
.
4%

）

▲
1
49

億
円

減
（

▲
1
.
36
%）
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国
立
大
学
改
革
促
進
の
た
め
の
予
算
関
係
施
策
（
全
体
像
）

大
学

教
育

の
質

的
転

換
地

域
再

生
の

核
と

な
る

大
学

づ
く

り
(
C
O

C
(
C
e
n
te

r 
o
f 
C
o
m

m
u
n
it
y)

構
想

の
推

進
)

研
究

力
強

化
世

界
的

な
研

究
成

果
と

ｲ
ﾉ
ﾍ

ﾞｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

の
創

出

グ
ロ

ー
バ

ル
化

に
対

応
し

た
人

材
育

成

国 立 大 学 改 革

強 化 推 進 補 助 金

国 立 大 学 改 革

強 化 推 進 補 助 金

運 営 費

交 付 金

運 営 費

交 付 金

大
学

と
教
育

委
員

会
と
の

連
携
・

協
働

に
よ

る
教

職
の

高
度

化
に

向
け

た
取
組

に
つ
い

て
、

重
点

支
援

。

☆
理

論
と

実
践

の
往

還
に

よ
る

教
員

養
成

の
高

度
化

３
億

円

設
備

費
設

備
費

中 核 と な る 事 業

大
学

全
体

と
し

て
地

域
を

志
向
し
た
教

育
・
研
究

・
社

会
貢

献
を

進
め

る
大
学

を
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り
、
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の
中
核

的
存

在
と

し
て
の

大
学
の
機

能
強

化
を

図
る

。

☆
地

(知
)
の
拠

点
整

備
事

業
（

大
学

C
O
C
（

Ce
n
t
er
 
o
f 
C
o
mm
u
n
it
y
）
事

業
）

［
高

等
局

］
２

３
億
円

関 係 予 算

☆
産
学
連
携
に
よ
る
国
際
科
学
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
拠
点
(
C
O
I)
の
構
築

［
科
政
局
］

１
６

２
億
円

●
大
学
教
育
の
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開

力
の
強
化
［
高
等
局
］

９
７
億
円

●
博
士
課
程
教
育
リ
ー
デ
ィ
ン
グ

プ
ロ
グ
ラ
ム
［
高
等
局
］

１
７

８
億
円

●
卓
越
し
た
大
学
院
拠
点
形
成
支

援
補
助
金
［
高
等
局
］

７
２
億
円

☆
研
究
力
強
化
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
う
ち
研
究
大
学
強
化
促
進
費
）

［
振
興
局
］

１
６

２
億
円

（
６
４
億
円
）

☆
分
野
別

ト
ッ
プ

レ
ベ

ル
の
学

科
・
専

攻
等

へ
の
重

点
化
促

進
事

業
(
医
学

･工
学

)

大
学
ガ
バ

ナ
ン
ス

確
立
に

向
け
た

国
立
大

学
の
組
織

運
営
シ

ス
テ

ム
改

革
に
着

目
し

て
重

点
配

分
に

取
り

組
む

。
☆

組
織
運

営
シ
ス

テ
ム

改
革
促
進

事
業

教
育

の
質

保
証

と
個

性
・

特
色

の
明

確
化

、
大

学
間

連
携
の

推
進

、
大

学
運

営
の

高
度

化
に

資
す

る
事

業
な

ど
、

国
立

大
学

の
機

能
強

化
の

た
め

の
取

組
の

実
施

に
必

要
と

な
る

設
備

の
整

備
に

対
し

、
重

点
的

に
支

援
。

☆
大

学
教

育
研

究
基

盤
強

化
促

進
費

４
５

億
円

＋

中
央
教

育
審

議
会

答
申

「
未
来

を
創
出

す
る

大
学

教
育

の
構

築
に

向
け

て
～

生
涯
学

び
続

け
、
主

体
的

に
考

え
る

力
を

育
成

す
る

大
学

へ
～

」
を

踏
ま

え
、

ラ
ー
ニ

ン
グ

・
ユ

ニ
バ
ー

シ
テ
ィ

の
形

成
に

資
す

る
取

組
に

対
し

、
重

点
支
援

。

☆
ラ
ー
ニ
ン
グ
・
ユ
ニ
バ
ー
シ
テ
ィ
の
形
成

５
．

５
億

円

＋

学
長

の
強

い
意

欲
と

改
革

マ
イ

ン
ド

を
支

援
す

る
視

点
か

ら
、

特
に

国
立

大
学

の
機

能
強

化
に

資
す

る
取

組
に

つ
い

て
重

点
配

分
。

☆
特
別
経
費
に
よ
る
大
学
の
機
能
に
即
し
た
重
点
配
分

大
学
の
強

み
と
な

り
得
る
ト

ッ
プ
レ

ベ
ル

分
野

を
有
す

る
大
学

を
対
象
に

、
大
学

自
ら
が

当
該
分
野

の
更
な

る
重
点
化

に
取
り

組
み

、
強

み
を
伸

ば
す
こ

と
を

国
と

し
て

促
進
。

平
成

2
5年

度
に
お
い

て
は

、
医

学
・
工

学
分
野

で
の
重
点

配
分

に
取
り
組
む

。

国
立
大
学
改
革
を
促

進
さ
せ
る
た
め
に
は
、

学
長
の
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
に
よ
り
、
機

能
強
化
に
向
け

て
教

育
研
究
組
織
を
再
編

す
る
こ
と
が
必

要
。

こ
の
た
め
、
具

体
的

な
事
業
計
画
に
基
づ

き
、
こ
れ
ま
で
に
な

い
深
度
と
速
度
で
機

能
強
化
に
取
り
組
む

国
立
大
学
法
人
に
対

し
重
点
的
支
援
。

科
学
技
術

シ
ス
テ
ム

改
革
の

取
組

に
加
え
、
世
界
水
準

の
優

れ
た

研
究
大
学
群

を
増
強
す

る
た
め
、
｢
研
究
大

学
強
化
促
進
費

｣を
創
設
し

、
世

界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
と

な
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
大
学
に

対
し
、
エ
ビ
デ
ン
ス

に
基

づ
き

、
研
究
支
援
人
材

の
確

実
な
配
置
な
ど
集
中

的
な

研
究
環
境
改
革

を
支
援

・
促

進
す
る
こ
と
を
通
し

て
、

我
が

国
全
体
の

研
究
力
強
化

を
促
進
す
る

。

産
学

が
総
力
を
結
集

し
、
企
業
が
事
業
化
を
リ
ー
ド
す
る

、
世
界
と
戦

え
る
大
規
模
産
学
連
携
研
究
開
発

拠
点

を
構
築
・
運
営

し
、
基
礎
研
究
段
階
か
ら
実
用
化
を
目
指
し
、
産
学
に
よ
る
研
究
開
発
を
集
中
的
に

実
施

す
る

。
ま
た
、

｢産
学
官
金

｣の
そ
れ
ぞ
れ
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
結
集
し
、
地
域
の

強
み
や
特
性

を
生

か
し
た
地
域
主
導
の

科
学
技
術
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
を
改
め
て
強
力
に
推
進

す
る
。

国
際
化
の
拠
点
大
学

の
形
成
及
び

国
際
教
育
連
携
を
通
じ
、
国
際
的
に
誇
れ
る
大
学
教
育

シ
ス
テ
ム
を
構

築
す
る
と
と
も
に
、

質
の
保
証
を

図
り
な
が
ら

、
日
本
人
学
生

の
海
外
留
学
と
外
国
人
学
生
の

戦
略
的
受

入
を

行
う
双
方
向
の

交
流
の

取
組
を
推
進
し
、

豊
か
な
語
学
力

・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

能
力
等
を
身
に

つ
け

、
国
際
的

に
活
躍

で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル

人
材
を
育
成
す
る
た
め
の

総
合
的
な

体
制
を
整
備

す
る
。

俯
瞰
力
と

独
創
力
を

備
え
、
広
く
産
学
官
に
わ
た
り
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
す
る
リ
ー
ダ
ー
を
養
成
す
る

た
め

、
産
学
官

の
参
画

を
得
つ
つ
、
博
士
課
程
前
期

・
後
期
一
貫
し
た

世
界
に
通
用
す
る

質
の
保
証

さ
れ
た

学
位

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
「

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
大
学
院
」
の
構
築
を
支
援
す
る

。

卓
越

し
た

大
学
院
の
教
育
研
究
拠
点
に
対
し
、
博
士
課
程
学
生

が
学
修
研
究
に
専
念
す
る
た
め
に
必
要

な
経
費
を

支
援

し
、
も
っ
て

、
優
秀
な
学
生
を
惹
き
つ
け

、
世
界

で
活
躍
で
き
る

研
究
者
を
養
成
す
る

環
境

づ
く
り
を

推
進
す
る
。
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平
成

２
４

年
度

　
国

立
大

学
改

革
強

化
推

進
事

業
　

　
選

定
事

業
一

覧

事
 業

 名
取

組
内

容

1
北

海
道

大
学

北
海

道
教

育
大

学
、

室
蘭

工
業

大
学

、
小

樽
商

科
大

学
、

帯
広

畜
産

大
学

、
旭

川
医

科
大

学
、

北
見

工
業

大
学

北
海

道
内

国
立

大
学

の
機

能
強

化
に

つ
い

て
　

～
北

大
を

拠
点

と
す

る
連

携
体

制
の

構
築

～
資

源
を

効
果

的
・
効

率
的

に
活

用
す

る
観

点
か

ら
、

教
養

教
育

、
入

学
前

留
学

生
教

育
、

事
務

処
理

等
を

大
学

の
枠

を
超

え
て

共
同

実
施

し
、

相
乗

効
果

に
よ

り
各

大
学

単
体

で
実

施
す

る
よ

り
質

・
量

と
も

に
充

実
。

2
帯

広
畜

産
大

学
北

海
道

大
学

、
山

口
大

学
、

鹿
児

島
大

学

国
立

獣
医

系
4
大

学
群

に
よ

る
欧

米
水

準
の

獣
医

学
教

育
実

施
に

向
け

た
連

携
体

制
の

構
築

既
存

の
大

学
の

壁
を

打
破

し
、

獣
医

学
教

育
の

伝
統

を
基

に
さ

ら
な

る
機

能
強

化
を

図
る

べ
く
、

ア
ジ

ア
初

の
欧

米
水

準
の

獣
医

学
教

育
の

実
現

に
よ

り
、

ア
ジ

ア
に

お
け

る
中

核
ス

ク
ー

ル
を

創
出

。

3
秋

田
大

学
国

際
的

資
源

学
の

世
界

的
教

育
拠

点
形

成
及

び
次

世
代

型
学

部
運

営
の

体
現

国
内

で
唯

一
，

資
源

探
査

，
開

発
か

ら
環

境
保

全
ま

で
一

貫
し

た
教

育
研

究
活

動
を

実
施

し
て

き
た

実
績

を
基

に
，

将
来

の
資

源
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

戦
略

を
担

う
即

戦
力

と
し

て
資

源
系

の
企

業
・
商

社
・
政

府
機

関
等

の
多

様
な

分
野

で
活

躍
で

き
る

人
材

を
育

成
。

4
福

島
大

学

筑
波

大
学

、
広

島
大

学
、

長
崎

大
学

、
東

京
海

洋
大

学
、

（
放

射
線

医
学

総
合

研
究

所
、

福
島

県
立

医
科

大
学

）

環
境

放
射

能
の

動
態

と
影

響
を

解
明

す
る

先
端

研
究

拠
点

の
整

備
温

帯
多

雨
地

域
と

し
て

世
界

で
初

め
て

原
発

事
故

の
影

響
を

受
け

た
地

域
に

立
地

す
る

国
立

大
学

と
し

て
、

環
境

放
射

能
の

動
態

と
長

期
的

影
響

の
解

明
に

取
り

組
む

。
海

外
の

研
究

機
関

か
ら

の
外

国
人

研
究

者
も

参
加

し
、

環
境

放
射

能
に

関
す

る
学

術
研

究
を

新
た

に
確

立
す

る
。

5
筑

波
大

学
鹿

屋
体

育
大

学
、

（
日

本
ス

ポ
ー

ツ
振

興
セ

ン
タ

ー
）

筑
波

大
学

と
鹿

屋
体

育
大

学
の

連
携

に
よ

る
体

育
・
ス

ポ
ー

ツ
に

お
け

る
共

同
専

攻
の

設
置

ス
ポ

ー
ツ

医
科

学
分

野
等

で
の

実
績

を
有

す
る

大
学

と
唯

一
の

国
立

体
育

大
学

が
、

共
同

で
大

学
院

を
設

置
。

国
際

競
技

力
向

上
や

ス
ポ

ー
ツ

医
科

学
な

ど
に

関
す

る
世

界
水

準
の

幅
広

い
教

育
を

展
開

し
、

世
界

で
通

用
す

る
体

育
・
ス

ポ
ー

ツ
指

導
者

を
養

成
す

る
。

6
東

京
学

芸
大

学
北

海
道

教
育

大
学

、
愛

知
教

育
大

学
、

大
阪

教
育

大
学

大
学

間
連

携
に

よ
る

教
員

養
成

の
高

度
化

支
援

シ
ス

テ
ム

の
構

築
　

～
教

員
養

成
ル

ネ
ッ

サ
ン

ス
・
Ｈ

Ａ
Ｔ

Ｏ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
～

教
員

養
成

単
科

大
学

が
組

織
を

超
え

て
連

携
し

、
師

範
学

校
以

来
の

教
員

養
成

機
能

の
深

化
を

図
る

と
と

も
に

、
新

た
な

教
員

養
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

等
を

行
い

、
全

国
の

教
員

養
成

系
大

学
・
学

部
へ

展
開

し
、

ま
た

諸
問

題
を

協
働

で
解

決
、

支
援

で
き

る
体

制
を

構
築

。

7
長

岡
技

術
科

学
大

学
豊

橋
技

術
科

学
大

学
、

（
国

立
高

等
専

門
学

校
機

構
）

三
機

関
(長

岡
技

術
科

学
大

学
，

豊
橋

技
術

科
学

大
学

，
国

立
高

等
専

門
学

校
機

構
)が

連
携

・
協

働
し

た
教

育
改

革
　

～
世

界
で

活
躍

し
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

起
こ

す
実

践
的

技
術

者
の

育
成

～

高
専

と
連

携
し

た
教

育
機

能
を

更
に

深
化

さ
せ

，
三

機
関

の
豊

富
な

国
際

連
携

活
動

，
地

域
に

根
ざ

し
た

産
学

官
連

携
の

強
み

を
活

か
し

た
キ

ャ
ン

パ
ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
し

，
さ

ら
に

海
外

共
同

キ
ャ

ン
パ

ス
の

設
置

，
共

同
教

育
コ

ー
ス

の
開

設
に

よ
り

，
世

界
で

活
躍

し
，

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

起
こ

す
実

践
的

技
術

者
育

成
を

実
現

。

8
金

沢
大

学
千

葉
大

学
、

長
崎

大
学

真
の

疾
患

予
防

を
目

指
し

た
ス

ー
パ

ー
予

防
医

科
学

に
関

す
る

3
大

学
（
千

葉
・
金

沢
・
長

崎
）
革

新
予

防
医

科
学

共
同

大
学

院
の

設
置

得
意

分
野

を
活

か
し

て
複

数
の

大
学

が
連

携
協

力
し

、
国

内
最

高
水

準
の

研
究

者
を

そ
ろ

え
た

予
防

医
学

分
野

の
大

学
院

を
共

同
で

設
置

。
今

後
世

界
的

教
育

研
究

拠
点

の
形

成
を

目
指

す
。

9
名

古
屋

大
学

愛
知

教
育

大
学

、
三

重
大

学
ア

ジ
ア

を
中

心
と

す
る

国
際

人
材

育
成

と
大

学
連

携
に

よ
る

国
際

化
の

加
速

度
的

推
進

留
学

生
の

派
遣

・
受

け
入

れ
で

実
績

を
有

す
る

大
学

を
中

心
に

地
域

の
複

数
の

大
学

が
ス

ク
ラ

ム
を

組
み

、
従

来
に

な
い

規
模

の
幅

広
い

日
本

人
学

生
の

派
遣

（
年

間
1
,2

0
0
人

）
、

留
学

生
の

受
け

入
れ

（
年

間
3
,6

0
0
人

）
に

取
り

組
む

。

1
0

京
都

大
学

グ
ロ

ー
バ

ル
化

に
対

応
し

た
教

学
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

た
め

の
組

織
改

革
　

～
国

際
高

等
教

育
院

(仮
称

)の
設

置
及

び
学

部
等

の
グ

ロ
ー

バ
ル

化
の

推
進

～

大
学

教
育

の
国

際
化

の
た

め
、

世
界

の
大

学
や

外
国

人
研

究
者

と
の

強
固

な
コ

ネ
ク

シ
ョ

ン
を

活
か

し
、

1
0
0
人

規
模

の
外

国
人

教
員

を
新

規
採

用
、

教
養

科
目

の
半

分
以

上
を

英
語

で
講

義
す

る
事

を
目

指
し

、
グ

ロ
ー

バ
ル

化
に

対
応

し
た

教
学

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
実

現
。

1
1

大
阪

大
学

研
究

型
大

学
の

ガ
バ

ナ
ン

ス
改

革
実

行
プ

ラ
ン

　
～

「
大

学
の

中
の

大
学

」
構

想
～

生
命

科
学

、
認

知
工

学
等

の
世

界
的

な
分

野
を

伸
ば

す
た

め
、

既
存

の
学

部
の

壁
を

超
え

て
重

点
支

援
体

制
を

確
立

。
世

界
と

戦
う

た
め

の
学

長
ト

ッ
プ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

を
導

入
。

1
2

奈
良

教
育

大
学

京
都

教
育

大
学

、
大

阪
教

育
大

学
「
学

び
続

け
る

教
員

」
の

た
め

の
教

員
養

成
･研

修
高

度
化

事
業

　
～

京
阪

奈
三

教
育

大
学

連
携

に
よ

る
教

員
養

成
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
創

生
～

教
員

養
成

単
科

大
学

が
組

織
を

超
え

て
連

携
し

、
こ

れ
ま

で
培

っ
て

き
た

強
み

や
特

色
を

相
互

に
活

か
し

、
資

源
の

相
互

活
用

を
図

り
な

が
ら

京
阪

奈
地

域
の

教
育

課
題

に
対

応
し

た
三

地
域

の
連

携
に

よ
る

教
員

養
成

体
制

を
構

築
。

1
3

徳
島

大
学

鳴
門

教
育

大
学

、
香

川
大

学
、

愛
媛

大
学

、
高

知
大

学
四

国
5
大

学
連

携
に

よ
る

知
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

形
成

事
業

資
源

を
効

果
的

・
効

率
的

に
活

用
す

る
観

点
か

ら
、

Ａ
Ｏ

入
試

、
教

養
教

育
、

産
学

連
携

等
を

大
学

の
枠

を
超

え
て

共
同

実
施

し
、

相
乗

効
果

に
よ

り
各

大
学

単
体

で
実

施
す

る
よ

り
質

・
量

と
も

に
充

実
。

1
4

九
州

大
学

基
幹

教
育

の
構

築
に

よ
る

新
た

な
学

士
課

程
教

育
モ

デ
ル

の
提

起
学

士
課

程
教

育
を

魅
力

あ
る

も
の

に
す

る
た

め
に

、
専

任
教

員
と

し
て

3
0
人

規
模

の
外

国
人

教
員

を
採

用
し

、
国

際
社

会
で

活
躍

で
き

る
人

材
を

育
成

。

※
実

施
大

学
等

の
下

線
が

代
表

大
学

を
表

す

実
施

大
学

等
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教育再生実行会議の開催について

平成25年1月15日

閣 議 決 定

１．趣旨

21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、教育の再生を実

行に移していくため、内閣の最重要課題の一つとして教育改革を

推進する必要がある。このため、「教育再生実行会議」（以下「会

議」という。）を開催する。

２．構成

（１）会議は、内閣総理大臣、内閣官房長官及び文部科学大臣兼

教育再生担当大臣並びに有識者により構成し、内閣総理大臣

が開催する。

（２）内閣総理大臣は、有識者の中から、会議の座長を依頼する。

（３）会議は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。

３．その他

会議の庶務は、文部科学省その他の関係行政機関の協力を得て、

内閣官房において処理する。
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教育再生実行会議 有識者 

 

大竹美喜      （アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）創業者・最高顧問） 

尾﨑正直      （高知県知事） 

貝ノ瀨滋      （三鷹市教育委員会委員長） 

加戸守行      （前愛媛県知事） 

蒲島郁夫      （熊本県知事） 

◎ 鎌田 薫      （早稲田大学総長） 

川合眞紀      （東京大学教授、理化学研究所理事） 

河野達信      （全日本教職員連盟委員長） 

佐々木喜一    （成基コミュニティグループ代表） 

鈴木高弘      （専修大学附属高等学校校長） 

曽野綾子      （作家） 

武田美保      （スポーツ／教育コメンテーター） 

○ 佃 和夫      （三菱重工業株式会社代表取締役会長） 

八木秀次      （高崎経済大学教授） 

山内昌之      （東京大学名誉教授、明治大学特任教授） 

 

※五十音順、敬称略 

◎座長予定者 

○副座長予定者 
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教育再生実行会議（第 回 平成 年 月 日）議事要旨（抜粋）1 25 1 24

○下村大臣文部科学大臣兼教育再生担当大臣より冒頭挨拶

第１次安倍内閣では、私も内閣官房副長官として「教育再生会議」

の議論に参画し、学校教育法や教育職員免許法などの改正に力を尽くし

てきたところ。このたびの「教育再生実行会議」においては 「教育再、

生実行」の名称が示すように、さきの「教育再生会議」の提言や実績を

踏まえつつ、直面する具体的なテーマについて、集中的かつ迅速に御審

議いただき、必要な法改正や予算措置等を講じてまいりたい。

また、自民党の教育再生実行本部から昨年１１月に中間提言取りま

とめが行われるなど、各政党においても様々な教育再生のための提言が

行われている。このような提言も参考にしつつ、できるものから、でき

るだけ早く改革の実行に取り組んでまいりたい。

当面の審議内容としては、①いじめ問題への対応、②教育委員会の

抜本的な見直し、③大学の在り方の抜本的な見直し、④グローバル化に

対応した教育、等について検討を進めていただき、その後、⑤６・３・

３・４制の在り方、⑥大学入試の在り方、等についても御検討していた

だきたい。

、 、「 」特に いじめ問題への対応については いじめは絶対に許されない

との意識を日本全体で共有し、子どもを「加害者にも、被害者にも、傍

観者にもしない」教育を実現するよう、本日の会議から様々な御意見を

いただきたい。皆様方におかれましては、今後の日本に必要な教育の再

生を実行に移していくため、活発な御議論を展開していただきたい。
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四角形
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